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■神奈川県中小企業団体中央会とは・・・
　中小企業等協同組合法に基づき設置された機関で、主に県内の協
同組合や中小企業連携の支援機関として活動している団体です。
　現在、約820団体の会員組織で構成されており、協同組合等の設立、
巡回相談、情報提供、行政機関等への建議・陳情など様々に事業展
開しております。

神奈川県中小企業団体中央会
h�ps://www.chuokai-kanagawa.or.jp/

“人を「絆ぐ」・組織を「結ぶ」・地域を「紡ぐ」”
つな むす つむ



神奈川県の労働事情　令和７年度中小企業労働事情実態調査報告書

目　次

はじめに………………………………………………………………………………………………… 1

Ⅰ　調査概要…………………………………………………………………………………………… 1

Ⅱ　調査結果報告
従業員の構成について
１．常用労働者の男女別構成比 ……………………………………………………………… 2
２．従業員の雇用形態別構成比 ……………………………………………………………… 2

経営状況について
１．経営状況 …………………………………………………………………………………… 3
２．主要事業の今後の方針 …………………………………………………………………… 4
３．経営上の障害 ……………………………………………………………………………… 4
４．経営上の強み ……………………………………………………………………………… 5
５．労働生産性を高めようとして行った取組 ……………………………………………… 6

原材料費、人件費（賃金等）アップ等に対する販売価格への転嫁の状況について
１．原材料費、人件費等の増加による販売・受注価格への転嫁状況 ……………………… 7
２．原材料、人件費、利益を含めた販売価格への転嫁の内容 ……………………………… 8
３．一年前と比べた価格転嫁の状況 ………………………………………………………… 8

同一労働同一賃金への対応について …………………………………………………………… 9

従業員の労働時間について
１．週所定労働時間 ……………………………………………………………………………10
２．月平均残業時間 ……………………………………………………………………………10

従業員の有給休暇について ………………………………………………………………………11

従業員の採用について
１．令和7年3月新規学卒者の採用計画 ………………………………………………………12
２．令和7年3月新規学卒者の採用充足率および採用人数 …………………………………12
３．令和7年3月新規学卒者の初任給 …………………………………………………………12
４．中途採用者の採用計画 ……………………………………………………………………15
５．中途採用者の年齢層 ………………………………………………………………………15

賃金改定について
１．賃金改定の実施状況 ………………………………………………………………………16 
２．賃金改定の内容 ……………………………………………………………………………16
３．賃金改定の決定要素 ………………………………………………………………………17
4．平均昇給額と平均昇給率 …………………………………………………………………17

労使コミュニケーションについて
１．労使の意見を収集し協議を行う機会や場 ………………………………………………19
２．労使協議の機会や場で行っている協議内容 ……………………………………………19

Ⅲ　参考資料
令和7年度中小企業労働事情実態調査票 ……………………………………………………20
回答事業所数の内訳 …………………………………………………………………………24



― 1 ―

はじめに

Ⅰ　調査概要

本調査は、中小企業における労働事情（経営状況、労働時間、雇用環境、賃金など）を的確に把握し、適切
な労働対策を樹立することを目的に、昭和39年から毎年全国一斉に実施しています。本調査実施にあたっ
て、ご協力いただいた中小企業並びに関係者各位に、深く感謝申し上げます。本調査結果が労働事情の理解
の一助となり、中小企業関係の皆様方のために多少なりとも寄与できれば幸いです。

◆調査の方法
　神奈川県下の中小・小規模事業者1500事業所を製造業、非製造業の割合が一定になるように選定し、事
業所に調査票を送付し回答を求めた。調査票は全国中小企業団体中央会が作成した統一様式により実施した。

◆調査事業所数
　県内に事業所を有する中小企業

◆回答状況
　有効回答数：450通（回答率30.0％）
　回答事業所の従業員数規模、業種内訳の詳細は【Ⅲ 参考資料】「回答事業所数の内訳」のとおり。

◆調査時点：令和7年7月1日

◆調査内容
　① 従業員の構成に関する内容
　② 経営状況に関する内容
　③ 原材料費、人件費（賃金等）アップ等に対する販売価格への転嫁に関する内容
　④ 労働時間に関する内容
　⑤ 有給休暇に関する内容
　⑥ 従業員の採用に関する内容
　⑦ 賃金改定に関する内容
　⑧ その他労働に関する時々の重要事項

・設問項目ごとに「不明」、「非該当」を除いて集計しているため、各有効回答数に差が生じています。
・構成比率の計算は、少数点第2位以下を四捨五入しており、合計が100％にならない場合があります。

令和7年度中小企業労働事情実態調査報告書

調査対象事業所業種別内訳
業　種 割　合 事業所数

製　造　業 55.27%   829     
情報通信業 3.73%   56     
運　輸　業 8.33%   125     
建　設　業 12.73%   191     
卸　売　業 5.40%   81     
小　売　業 3.80%   57     
サービス業 10.73%   161     

合　　　計 1,500     
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Ⅱ　調査結果報告

従業員の構成について

１．常用労働者の男女別構成比

常用労働者の男女別構成比は、男性72.5％（前年比－2ポイント）、女性27.5％（同＋2）となっている。
依然として、男性の割合が全国平均（男性68.6％、女性31.4％）と比べて高い。

２．従業員の雇用形態別構成比

従業員の雇用形態別構成比についてみると、「正社員」の割合は72.7％（前年比 +0.4ポイント）と増加し
ているが、前年同様、全国平均75.2％（同 +0.6）を下回っている。男女別では、男性80.5％（同 -0.7）、
女性52.3％（同 +3.0）が「正社員」となっており、女性の正社員比率が増加している。業種別でみると、製
造業では「正社員」が71.8％（同 -1.7）、次いで、「パートタイマー」が16.2％（同 -0.7）、非製造業では「正
社員」が73.7％（同 +2.9）、次いで、「パートタイマー」が15.0％（同 -0.4）となっており、非製造業にお
いて正社員の比率が増加している。

（％）
男性 女性

全国

神奈川県

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

68.6

72.5

70.7

74.4

66.2

72.2

72.4

73.8

31.4

27.5

29.3

25.6

33.8

27.8

27.6

26.2

【全国】

全体

男

女

【神奈川県】

全体

男

女

【製造業】

全体

男

女

【非製造業】

全体

男

女

（％）
正社員 パートタイマー 派遣 嘱託・契約社員 その他

75.2

83.5

57.3

72.7

80.5

52.3

71.8

81.8

47.7

73.7

79.1

57.9

14.2

6.3

31.6

15.6

7.6

36.8

16.2

6.2

40.2

15.0

8.9

32.6

2.5

1.9

3.6

2.4

1.6

4.4

3.4

2.4

5.6

1.3

0.7

3.0

6.1

6.7

4.8

7.3

8.4

4.5

7.2

8.0

5.2

7.4

8.7

3.5

2.0

1.7

2.6

2.0

2.0

2.1

1.5

1.6

1.3

2.6

2.5

3.0
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経営状況について

１．経営状況

現在の経営状況は 1 年前と比べて、「良い」22.4％（前年比 -2.4 ポイント）、「変わらない」46.4％（同
+4.0）、「悪い」31.2％（同 -1.6）となっている。

業種別でみると、製造業では「良い」19.8％（同 -0.7）、「変わらない」44.1％（同 +4.0）、「悪い」
36.0％（同 -3.4）となっており、非製造業では「良い」25.6％（同 -5.3）、「変わらない」49.2％（同
+3.6）、「悪い」25.1％（同 +1.6）となっている。

製造業 計

食料品
繊維工業

木材・木製品
印刷・同関連
窯業・土石
化学工業

金属、同製品
機械器具
その他

非製造業 計

情報通信業
運輸業
建設業
卸売業
小売業

サービス業

経営状況について（業種別）

良い 変わらない 悪い
（％）

19.8

22.7
16.7

0.0

0.0

16.7
41.7

21.7
21.2

15.4

25.6

28.6
15.2

28.6
13.8

25.0
36.6

44.1

31.8
66.7

60.0
66.7

50.0
60.0

49.4
33.3

34.6

49.2

47.6
48.5

50.8
41.4

50.0
53.7

36.0

45.5
16.7

40.0
16.7

8.3
40.0

28.9
45.5

50.0

25.1

23.8
36.4

20.6
44.8

25.0
9.8

良い

（％）

変わらない

悪い

Ｒ7年Ｒ6年Ｒ5年Ｒ4年Ｒ3年

41.7
32.9 27.4 32.8 31.2

36.8
43.8 50.1 42.4 46.4

21.6 23.3 22.5 24.8 22.4
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２．主要事業の今後の方針

現在行っている主要な事業の今後の方針についてみ
ると、前年と同様「現状維持」が56.4％（前年比 -2.5ポ
イント）で最も多く、次いで「強化拡大」が39.0％（同
+0.6）、「縮小」が4.0％（同 +1.9）と続き、「廃止」は
0.4％、「その他」は0.2％となっている。

３．経営上の障害（3つ以内の複数回答）

現在どのようなことが経営上の障害となっているかについては、「人材不足（質の不足）」が51.5％（前年比
-1.0ポイント）で最も多い。次いで、「光熱費・原材料・仕入品の高騰」が45.2％（同 -9.2）、「労働力不足（量
の不足）」が38.4％（同 -1.3）、「販売不振・受注の減少」が32.4％（同 -2.5）となっている。

業種別でみると、製造業では「光熱費・原材料・仕入品の高騰」が54.0％（同 -9.6）が最も多く、次いで、「人
材不足（質の不足）」が50.0％（同 +1.3）、「販売不振・受注の減少」が42.3％（同 +1.7）となっている。非
製造業では「人材不足（質の不足）」53.3％（同 -4.6）と「労働力不足（量の不足）」53.3％（同 +0.5）が同率で
最も多く、次いで、「人件費の増大」が35.0％（同 -4.8）の順になっている。

2.3

3.1

3.2

6.7

10.7

11.8

10.1

30.9

34.9

39.7

54.4

52.5

2.2

2.2

2.5

7.0

8.8

10.3

13.5

31.9

32.4

38.4

45.2

51.5

環境規制の強化

労働力の過剰

製品価格（販売価格）の下落

金融・資金繰り難

納期・単価等の取引条件の厳しさ

製品開発力・販売力の不足

同業他社との競争激化

人件費の増大

販売不振・受注の減少

労働力不足（量の不足）

光熱費・原材料・仕入品の高騰

人材不足（質の不足）

（％）

令和7年度

令和6年度

縮小4.0%
廃止0.4% その他 0.2%

強化拡大
39.0%

現状維持
56.4%
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経営上の障害（業種別の上位5位）　　　　　　　　（　　　）内は前年順位

４．経営上の強み（3つ以内の複数回答）

経営上の強みについてみると、「技術力・製品開発力」が34.3％（前年比 -3.6ポイント）で最も多く、次いで、
「製品の品質・精度の高さ」が33.2％（同 -0.6）、「製品・サービスの独自性」が32.5％（同 +0.2）の順となっ
ている。

業種別でみると、製造業では、「製品の品質・精度の高さ」が45.1％（同 -2.0）で最も多く、次いで、「技術力・
製品開発力」が38.6％（同 -4.5）、「製品・サービスの独自性」が37.4％（同 +2.8）となっている。

非製造業では、「組織の機動力・柔軟性」が32.5％（同 +0.3）で最も多く、次いで、「顧客への納品・サー
ビスの速さ」が29.8％（同 -1.5）、「技術力・製品開発力」が28.8％（同 -1.6）の順となっている。

8.4

11.0

15.2

13.1

11.5

27.7

6.8

32.5

29.8

26.2

17.8

28.8

6.1

8.9

9.8

11.8

6.9

7.3

25.6

17.9

28.9

37.4

45.1

38.6

7.1

9.8

12.1

12.4

12.9

16.2

17.4

24.3

29.3

32.5

33.2

34.3

企業・製品のブランド力

営業力・マーケティング力

財務体質の強さ・資金調達力

製品・サービスの企画力・提案力

優秀な仕入先・外注先

商品・サービスの質の高さ

生産技術・生産管理能力

組織の機動力・柔軟性

顧客への納品・サービスの速さ

製品・サービスの独自性

製品の品質・精度の高さ

技術力・製品開発力

神奈川県

（％）

製造業

非製造業

順位 神奈川県（全産業） 製造業 非製造業

1 人材不足（質の不足） (2) 51.5% 光熱費・原材料・仕入品の高騰 (1) 54.0%
人材不足（質の不足） (1)

53.3%
労働力不足（量の不足） (2)

2 光熱費・原材料・仕入品の高騰 (1) 45.2% 人材不足（質の不足） (2) 50.0% 人件費の増大 (4) 35.0%

3 労働力不足（量の不足） (3) 38.4% 販売不振・受注の減少 (3) 42.3% 光熱費・原材料・仕入品の高騰 (3) 34.0%

4 販売不振・受注の減少 (4) 32.4% 人件費の増大 (5) 29.4% 販売不振・受注の減少 (5) 19.8%

5 人件費の増大 (5) 31.9% 労働力不足（量の不足） (4) 26.6% 同業他社との競争激化 (6) 16.2%
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５．労働生産性を高めようとして行った取組

過去3年間に労働生産性を高めようとして行った取組についてみると、「仕事内容・進め方の見直し」が
36.7％と最も多く、以下「顧客・販路を拡大する営業力」が32.0％、「既存の商品・サービスの付加価値を高
める技術力（現場力）」が31.1％と続いている。

業種別でみると、製造業では「既存の商品・サービスの付加価値を高める技術力（現場力）」が36.2％、非
製造業では「仕事内容・進め方の見直し」が39.4％と最も多くなっている。

36.7

32.0

31.1

28.8

25.7

23.0

21.4

20.3

17.3

16.0

13.1

12.4

11.7

9.2

6.8

6.5

1.8

34.6

33.7

36.2

27.6

25.2

21.1

21.5

19.9

20.3

15.0

12.6

15.9

9.3

6.1

7.3

4.9

2.4

39.4

29.8

24.7

30.3

26.3

25.3

21.2

20.7

13.6

17.2

13.6

8.1

14.6

13.1

6.1

8.6

1.0

仕事内容・進め方の見直し

顧客・販路を拡大する営業力

既存の商品・サービスの付加価値を高める技術力（現場力）

長時間労働の解消（残業の削減等）

教育訓練、能力開発

職場のコミュニケーションの円滑化

ＤＸ投資（自動化、省力化）

さらなるコスト削減

新製品・サービスの開発力

女性、高齢者など多様な人材の活用

メンタルヘルス対策、健康確保策

技術革新への対応力

成果・業績で評価する人事・処遇制度

仕事に求める成果の明確化

権限移譲、裁量権の拡大

行っていない

その他

神奈川県

（％）

製造業

非製造業
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53.6

16.6

8.0

0.7

8.4

5.7

5.7

1.4

58.4

16.3

9.4

0.8

5.7

4.1

4.1

1.2

47.7

16.9

6.2

0.5

11.8

7.7

7.7

1.5

…

価格引上げ（転嫁）を実現した

価格引上げの交渉中

これから価格引上げの交渉を行う

価格を引き下げた（またはその予定）

価格転嫁はしていない（価格変動の影響はな

価格転嫁は実現しなかった

対応未定

その他

神奈川県

製造業

非製造業

（％）

原材料費、人件費（賃金等）アップ等に対する販売価格への転嫁の状況について

１．原材料費、人件費等の増加による販売・受注価格への転嫁状況

価格転嫁の状況については、「価格の引上げ（転嫁）を実現した」が53.6％（前年比 +2.0ポイント）をはじ
め、「価格引上げの交渉中」が16.6％（同 -4.6）、「これから価格引上げの交渉を行う」が8.0％（同 +0.5）
と合わせて78.2％（同 -2.1）が価格転嫁への取り組みを進めている。一方で、「価格を引き下げた（または
その予定）」が0.7％（同 +0.5）、「価格転嫁は実現しなかった」が5.7％（同 +1.7）、「対応未定」が5.7％（同
-0.6）となっている。また、「価格転嫁はしていない（価格変動の影響はない）」が8.4％（同±0）となっている。
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２．原材料、人件費、利益を含めた販売価格への転嫁の内容（該当するすべてに回答）

販売価格への転嫁の内容については、「原材料分の転嫁を行った（行う予定）」が70.7％（前年比 -7.0ポイ
ント）で最も多く、次いで「人件費引上げ分の転嫁を行った（行う予定）」が60.6％（同 +15.9）、「利益確保
分の転嫁を行った（行う予定）」が28.3％（同 +3.7）と続いている。

３．一年前と比べた価格転嫁の状況

一年前と比べた価格転嫁の状況については、「10％未満」が43.5％（前年比 +2.5ポイント）、「10～

30％未満」が31.8％（同 -2.4）で、合わせて75.3％（同 +0.1）が「30％未満」となっている。

「10％未満」と「10～30％未満」の合計を業種別にみると、製造業が75.0％（同 +1.3）、非製造業が

75.8％（同 -1.6）となっている。また、規模別にみると、「1～9人」が79.6％（同 +4.0）、「10～29人」

が78.2％（同 -1.0）、「30～99人」が69.3％（同 -3.1）、「100～300人」が66.6％（同 -19.7）となって

いる。

価格転嫁率

　１年前（令和6年7月1日時点）の商品・サービスのコストと比較して、現在（令和7年7月1日時点）の

コストが上昇している場合、上昇分の何パーセントを販売価格へ価格転嫁できたか。

例：コストが100円上昇し、36.6円を販売価格に転嫁できた場合

　　→ 価格転嫁率36.6％ →「30～50％未満」を選択。

70.7

60.6

28.3

2.0

78.0

52.5

27.1

1.7

60.0

72.5

30.0

2.5

原材料費分の転嫁を行った（行う予定）

人件費引上げ分の転嫁を行った（行う予定）

利益確保分の転嫁を行った（行う予定）

その他

（％）

神奈川県

製造業

非製造業

37.5

43.5

42.6

44.8

38.9

47.8

38.7

53.3

31.3

31.8

32.4

31.0

40.7

30.4

30.6

13.3

8.3

7.6

8.8

5.7

5.6

5.4

12.9

6.7

8.6

5.4

5.9

4.6

3.7

6.5

6.5
0.0

11.9

9.4

7.4

12.6

7.4

8.7

11.3

13.3

2.5

2.2

2.9

1.1

3.7

1.1

0.0

13.3

全国

神奈川県

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

（％）

10％未満 10～30％未満 30～50％未満 50～70％未満 70～100％未満 100％以上
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33.3

33.1

27.9

27.2

26.7

12.1

11.6

11.0

10.3

9.8

8.9

5.9

1.6

1.8

37.7

36.5

32.8

21.3

31.1

11.5

13.5

12.3

11.9

10.2

12.3

5.3

2.5

2.5

27.8

28.9

21.6

34.5

21.1

12.9

9.3

9.3

8.2

9.3

4.6

6.7

0.5

1.0

賞与の支給

定期昇給の実施

休暇の取得

対象となる従業員はいない

手当の支給

解消すべき待遇差はない

福利厚生施設の利用

教育訓練の実施

賃金規定の見直し

退職金制度の導入

責任ある地位への登用

特に考えていない

専門家（支援機関）への相談

その他

（％）

神奈川県

製造業

非製造業

同一労働同一賃金への対応について　

正規雇用と非正規雇用の労働者を比べた同一労働同一賃金への対応（格差解消への取組み）状況について、
「賞与の支給」とする回答が33.3％と最も多く、以下「定期昇給の実施」が33.1％、「休暇の取得」が27.9％
と続いている。

業種別として、製造業では、「賞与の支給」が37.7％、非製造業では、「対象となる従業員がいない」が
34.5％と最も多くなっている。
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従業員の労働時間について

１．週所定労働時間

従業員の週所定労働時間は、「40時間」が45.6％（前年比 -3.7ポイント）で最も多く、次いで、「38時間

以下」が25.5％（同 +2.9）となっている。

「40時間超44時間以下」の割合についてみると、従業員数規模別では、「1～9人」の事業所が13.5％（同

+6.6）と最も多く、業種別では非製造業の10.1％（同 +0.8）が製造業の7.7％（同 +3.1）より2.4ポイン

ト多くなっている。

２．月平均残業時間

令和6年の従業員1人当たりの月平均残業時間（時間外労働・休日労働）は11.93時間（前年比 -0.48時間）と
なっている。また、全国では9.77時間（同 -0.57）と神奈川県より2.16時間少なくなっている。

業種別でみると、製造業で11.24時間（同 +0.55）、非製造業で12.80時間（同 -2.03）と、依然として非製
造業が製造業を上回っている。

従業員数規模別でみると、「1～9人」が9.08時間（同 +0.93）、「10～29人」が12.64時間（同 -1.38）、「30
～99人」が12.57時間（同 -1.35）、「100～300人」が18.21時間（同 +3.21）となっている。

非製造業製造業神奈川県全国 1～9人 10～29人 30～99人 100～300人

令和6年
（時間）

令和4年 令和5年

10.79

12.77

10.80

15.34

8.90

12.87

14.70

18.09

10.34

12.41
10.69

14.83

8.15

14.02 13.92
15.00

9.77

11.93 11.24
12.80

9.08

12.64 12.57

18.21

38時間以下 38時間超40時間未満 40時間 その他40時間超44時間以下

0

0

0

0.7

0.4

1.0

1.5

0

20.1

25.5

26.2

24.6

34.6

26.3

17.8

13.8

24.5

19.7

19.0

20.6

16.5

21.2

21.7

17.2

46.4

45.6

47.2

43.7

33.8

42.3

57.4

65.5

8.3

8.7

7.7

10.1

13.5

10.3

3.1

3.4

全国

神奈川県

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人
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平均

17.10日

平均

10.61日

平均

64.74％

10％未満 1.4％ 10～20％未満 1.4％

平均付与日数

平均取得日数

平均取得率

20～30％未満
6.2％

30～50％
未満 13.8％

50～70％未満
33.2％

70～100％
43.9％

5～10日
未満

28.6％

10～15日未満
48.2％

15～20日
未満

13.8％

10日未満 4.1％25日以上 5.5％

5日未満 5.3％20日以上 4.1％

10～15日
  未満 15.8％

15～20日未満
51.6％

20～25日未満
23.2％ 

従業員の有給休暇について

従業員１人当たりの年次有給休暇の平均付与日数は、「15～20日未満」が51.6％（前年比 -3.4ポイント）
で最も多く、次いで、「20～25日未満」が23.2％（同 +3.2）、「10～15日未満」が15.8％（同 -0.4）の順となっ
ている。全体の平均付与日数は17.10日（全国平均16.37日）である。

平均取得日数は、「10～15日未満」が48.2％（同 +3.4）で最も多く、次いで「5～10日未満」が28.6％（同
-3.8）と減少しており、「15～20日未満」が13.8％（同 -1.0）の順となっている。全体の平均取得日数は
10.61日（全国平均10.00日）である。

平均取得率は、「70～100％」が43.9％（同 +3.3）で最も多く、次いで、「50～70％未満」が33.2％（同
-2.8）、「30～50％未満」が13.8％（同 -0.6）の順となっている。全体の平均取得率は64.74％（全国平均
64.15％）である。
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神奈川県 製造業 非製造業

技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系

高校卒 210,566 円 198,333 円 204,582 円 198,000 円 221,204 円 200,000 円

（前年） (197,612 円 ) (191,571 円 ) (196,166 円 ) (184,400 円 ) (199,708 円 ) (195,556 円 )

専門学校卒 222,518 円 205,000 円 217,000 円 205,000 円 225,278 円 －

（前年） (225,668 円 ) (207,700 円 ) (223,333 円 ) (　－　） (227,069 円 ) (207,700 円）

短大卒（含高専） 211,000 円 － 211,000 円 － － －

（前年） (224,206 円 ) (195,350 円 ) (211,730 円 ) (195,350 円 ) (227,200 円 ) (　－　)

大学卒 227,547 円 221,306 円 224,790 円 224,500 円 230,300 円 219,708 円

（前年） (224,491 円 ) (218,042 円 ) (227,167 円 ) (229,700 円 ) (220,960 円 ) (197,640 円 )

高校卒 専門学校卒 短大卒（含高専） 大学卒

採用充足率 採用人数 採用充足率 採用人数 採用充足率 採用人数 採用充足率 採用人数

技術系

全　　国 30.6% 0.71 人 33.1% 0.58 人 16.3% 0.26 人 33.5% 0.67 人

（前年） (31.5%) (0.75 人 ) (40.3%) (0.70 人 ) (19.8%) (0.32 人 ) (40.1%) (0.81 人 )

神奈川県 20.2% 0.55 人 37.3% 0.79 人 9.1% 0.18 人 51.0% 1.23 人

（前年） (29.6%) (0.72 人 ) (49.0%) (0.73 人 ) (39.8%) (0.53 人 ) (56.0%) (1.17 人 )

事務系

全　　国 46.9% 0.93 人 48.3% 0.78 人 31.7% 0.49 人 54.8% 1.14 人

（前年） (46.6%) (0.89 人 ) (49.1%) (0.84 人 ) (66.0%) (1.72 人 ) (47.7%) (1.05 人 )

神奈川県 45.2% 1.00 人 16.7% 0.25 人 0.0% 0.00 人 50.0% 1.21 人

（前年） (53.8%) (1.00 人 ) (60.0%) (0.75 人 ) (28.6%) (0.29 人 ) (37.9%) (0.65 人 )

従業員の採用について

１．令和7年3月新規学卒者の採用計画

　新規学卒者の採用計画については、「採用計画をし、実際に採用した」が12.0％（全国平均14.1％）、
「採用計画をしたが、採用しなかった」が12.0％（同13.2％）、「採用計画を行わなかった」が76.0％（同
72.7％）となっている。

２．令和7年3月新規学卒者の採用充足率および採用人数

採用充足率では、「大学卒：技術系」が51.0％（前年比 -5.0ポイント）、「大学卒：事務系」が50.0％（同
+12.1）と大幅に減少している。

平均採用人数では、「大学卒：事務系」が1.21人（前年比 -0.56人）、「大学卒：技術系」が1.23人（同
+0.06人）と減少している。

３．令和7年3月新規学卒者の初任給
令和7年3月新規学卒者の平均初任給額（加重平均：採用者１人当たり）は、技術系で高校卒が210,566円

（前年比 +12,954円）、大学卒が227,547円（前年比 +3,056円）と増加している。事務系では、高校卒が

198,333円（同 +6,762円）、大学卒が221,306円（同 +3,264円）と増加している。

全国的には、高校卒の技術系が全国で１番高い額になっている（次頁の表参照）。大学卒では、技術系は前

年8番目に高い額だったが7番目に上がっており、事務系は前年8番目に高い額だったが23番目に下がって

いる。（14頁の表参照）。
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新規学卒者の初任給（加重平均：高校卒）　

都道府県別

技術系 事務系

都道府県別

技術系 事務系

初任給
（円）

格　差
（％）

初任給
（円）

格　差
（％）

初任給
（円）

格　差
（％）

初任給
（円）

格　差
（％）

全国 189,667 100.0 184,481 100.0 福井県 183,957 97.0 176,167 95.5

北海道 198,498 104.7 188,237 102.0 滋賀県 188,588 99.4 182,298 98.8

青森県 177,747 93.7 180,744 98.0 京都府 194,010 102.3 202,550 109.8

岩手県 172,516 91.0 181,413 98.3 奈良県 183,787 96.9 203,875 110.5

宮城県 185,032 97.6 176,392 95.6 大阪府 195,589 103.1 187,294 101.5

秋田県 175,845 92.7 174,280 94.5 兵庫県 197,173 104.0 193,039 104.6

山形県 175,008 92.3 176,768 95.8 和歌山県 188,773 99.5 186,250 101.0

福島県 181,502 95.7 173,058 93.8 鳥取県 185,371 97.7 174,114 94.4

茨城県 191,721 101.1 177,293 96.1 島根県 187,795 99.0 177,860 96.4

栃木県 193,318 101.9 200,000 108.4 岡山県 182,723 96.3 183,722 99.6

群馬県 199,613 105.2 184,000 99.7 広島県 194,680 102.6 179,155 97.1

埼玉県 193,581 102.1 189,640 102.8 山口県 193,187 101.9 178,392 96.7

千葉県 202,456 106.7 196,808 106.7 徳島県 189,560 99.9 175,133 94.9

東京都 206,948 109.1 210,750 114.2 香川県 199,869 105.4 183,550 99.5

神奈川県 211,613 111.6 199,211 108.0 愛媛県 193,219 101.9 186,436 101.1

新潟県 190,225 100.3 183,883 99.7 高知県 197,429 104.1 167,383 90.7

長野県 184,665 97.4 188,825 102.4 福岡県 192,814 101.7 193,329 104.8

山梨県 198,508 104.7 181,829 98.6 佐賀県 191,355 100.9 177,795 96.4

静岡県 197,472 104.1 171,805 93.1 長崎県 186,374 98.3 188,698 102.3

愛知県 200,085 105.5 200,946 108.9 熊本県 182,647 96.3 185,723 100.7

岐阜県 194,118 102.3 188,473 102.2 大分県 183,585 96.8 186,958 101.3

三重県 199,171 105.0 198,750 107.7 宮崎県 186,585 98.4 176,236 95.5

富山県 188,400 99.3 185,662 100.6 鹿児島県 183,427 96.7 182,882 99.1

石川県 184,563 97.3 180,117 97.6 沖縄県 197,594 104.2 ー ー
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新規学卒者の初任給（加重平均：大学卒）　※事務系については静岡県を除いたものになります。

都道府県別

技術系 事務系

都道府県別

技術系 事務系

初任給
（円）

格　差
（％）

初任給
（円）

格　差
（％）

初任給
（円）

格　差
（％）

初任給
（円）

格　差
（％）

全国 223,965 100.0 220,961 100.0 福井県 224,182 100.1 210,800 95.4

北海道 224,138 100.1 210,871 95.4 滋賀県 239,281 106.8 217,328 98.4

青森県 220,521 98.5 209,667 94.9 京都府 224,706 100.3 225,246 101.9

岩手県 228,413 102.0 199,398 90.2 奈良県 234,046 104.5 215,609 97.6

宮城県 208,973 93.3 208,650 94.4 大阪府 229,121 102.3 231,533 104.8

秋田県 207,000 92.4 195,575 88.5 兵庫県 219,050 97.8 221,574 100.3

山形県 214,800 95.9 226,200 102.4 和歌山県 239,800 107.1 197,063 89.2

福島県 220,225 98.3 228,026 103.2 鳥取県 222,948 99.5 191,200 86.5

茨城県 222,556 99.4 226,558 102.5 島根県 217,028 96.9 203,259 92.0

栃木県 220,333 98.4 220,000 99.6 岡山県 222,625 99.4 213,947 96.8

群馬県 224,621 100.3 234,455 106.1 広島県 223,497 99.8 224,896 101.8

埼玉県 237,022 105.8 221,968 100.5 山口県 220,267 98.3 230,524 104.3

千葉県 231,141 103.2 243,875 110.4 徳島県 216,911 96.9 189,438 85.7

東京都 246,951 110.3 238,630 108.0 香川県 229,735 102.6 213,000 96.4

神奈川県 233,487 104.3 216,900 98.2 愛媛県 226,474 101.1 219,800 99.5

新潟県 219,798 98.1 217,024 98.2 高知県 234,929 104.9 208,038 94.2

長野県 221,964 99.1 211,581 95.8 福岡県 201,992 90.2 221,425 100.2

山梨県 223,120 99.6 231,500 104.8 佐賀県 223,881 100.0 239,000 108.2

静岡県 228,480 102.0 ー ー 長崎県 208,875 93.3 218,824 99.0

愛知県 225,768 100.8 234,334 106.1 熊本県 214,448 95.8 214,182 96.9

岐阜県 222,097 99.2 225,816 102.2 大分県 205,000 91.5 209,550 94.8

三重県 227,114 101.4 225,612 102.1 宮崎県 205,800 91.9 215,333 97.5

富山県 219,097 97.8 211,291 95.6 鹿児島県 207,680 92.7 203,339 92.0

石川県 217,836 97.3 208,536 94.4 沖縄県 212,111 94.7 195,888 88.7
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４．中途採用者の採用計画

中途採用者の採用計画については、「採用募集をし、実際に採用した」が51.2％（全国平均48.6％）、
「採用募集をしたが、採用しなかった」が11.5％（同12.1％）、「採用募集を行わなかった」が37.3％（同
39.2％）となっている。

　中途採用者の採用充足率及び採用人数

５．中途採用者の年齢層（該当するすべてに回答）

中途採用者の年齢層は、「25～34歳」が30.3％（前年比 +1.2ポイント）と最も多く、業種・従業員数規
模別で見ても「1～9人」を除いて「25～34歳」の採用が最多となっている。

全国

神奈川県

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

（％）

25歳未満 25～34歳 35～44歳 45～55歳 56～59歳 60歳以上

13.2

10.3

10.0

10.7

2.5

10.1

10.9

10.8

26.0

30.3

31.4

29.1

25.0

35.2

31.0

25.8

22.7

22.6

26.1

18.7

25.0

23.3

22.1

22.7

21.8

21.1

20.7

21.6

32.5

17.0

19.4

25.8

6.2

5.9

5.7

6.1

2.5

3.8

6.5

7.2

10.1

9.8

6.2

13.9

12.5

10.7

10.2

7.7

採用募集をし、
実際に採用した
51.2％

採用募集を
したが、

採用しなかった
11.5％

採用募集を
行わなかった
37.3％

採用充足率 採用人数

77.1% 2.91 人
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賃金改定について

１．賃金改定の実施状況

令和7年1月1日から令和7年7月1日の間の賃金改定の実施状況は、「引上げた」事業所が61.2％（前年比
-7.7％）と最も多くなっている。

「引上げた」事業所を規模別にみると、「1～9人」が42.0％（前年比 -13.2ポイント）、「10～29人」が
67.8％（同 +0.7）、「30～99人」が72.2％（同 -5.4）、「100～300人」が66.7％（同 -20.5）となっている。

２．賃金改定の内容

賃金改定（引上げ・7月以降引上げ予定）の内容は、「定期昇給」が60.9％（前年比 +3.2ポイント）で最
も多く、次いで「ベースアップ」が31.1％（同 -5.5）、「基本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）」が
26.8％（同 -4.1）、「諸手当の改定」が11.9％（同 -1.1）と「臨時給与（夏季・年末賞与など）の引上げ」が
11.9％（同 -1.3）が同率で続いている。

業種別でみても、「定期昇給」が最も多く、製造業で67.1％（同 +10.5）、非製造業で53.0％（同 -6.3）となっ
ている。

全国

神奈川県

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

引上げた ７月以降引上げる予定今年は実施しない（凍結）引下げた ７月以降引下げる予定 未定

（％）

00

55.9

61.2

62.6

59.6

42.0

67.8

72.2

66.7

0.3

0.9

0.8

1.0

1.5

0.7

0.8

7.6

8.0

8.6

7.3

16.0

5.3

4.8

14.3

12.8

13.6

11.9

11.5

12.5

14.3

14.8

0.6

0.7

0.8

0.5

0.8

1.3

0

0

21.3

16.3

13.6

19.7

28.2

12.5

7.9

18.5

60.9

31.1

26.8

11.9

11.9

67.1

30.0

23.5

11.8

8.2

53.0

32.6

31.1

12.1

16.7

定期昇給

ベースアップ

基本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）

諸手当の改定

臨時給与（夏季・年末賞与など）の引上げ

（％）

神奈川県

製造業

非製造業
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３．賃金改定の決定要素（該当するすべてに回答）

賃金改定の決定の際に、どのような要素を重視したかについては「企業の業績」が65.7％（前年比 +9.8
ポイント）と最も多く、次いで「労働力の確保・定着」が58.0％（同 -2.2）、「物価の動向」が44.7％（同
-4.0）と続いている。

４．平均昇給額と平均昇給率

賃金改定（引上げ・引下げ・凍結）
を実施した事業所における平均昇給
額と平均昇給率は、平均昇給額が
11,786円（前年比 +272円）、平均昇
給率が3.80％（前年比 -0.12ポイン
ト）と増加した。

また、業種別の平均昇給額にお
いて、製造業では「窯業・土石」が
17,817円（ 同 +3,802円 ）、 非 製 造
業では「サービス業」が15,855円（同
-2,191円）と、それぞれ最も大きく
なっている。

なお、平均賃金を都道府県別でみ
ると、神奈川県は 321,710円で、調
査対象の都道府県中で第１位となっ
ている（次頁「都道府県別の平均賃
金」の表を参照）。

　  平均昇給額と平均昇給率〈加重平均〉  （　）内は前年比

業種別の平均昇給額〈加重平均〉

65.7

58.0

44.7

37.7

23.3

22.0

15.0

5.0

2.7

1.0

2.0

67.3

57.9

46.8

36.8

24.0

22.8

16.4

5.3

2.9

1.0

1.8

63.6

58.1

41.9

38.8

22.5

20.9

13.2

5.3

2.3

0.8

2.3

企業の業績

労働力の確保・定着

物価の動向

世間相場

賃上げムード

労使関係の安定

前年度の改定実績

親会社又は関連会社の改定の動向

燃料費の動向

重視した要素はない

その他

（％）

神奈川県

製造業

非製造業

全　　国 10,308円	 (	 +508) 3.79％	 (+0.05)

神奈川県 11,786円	 (	 +272) 3.80％	 (-0.12)

業
種

製 造 業 10,884円	 (	 +541) 3.57％	 (-0.01)

非製造業 13,034円	 (	 -376) 4.11％	 (-0.32)

規
模
別

1 ～ 9 人 7,909円	 (	 +650) 2.55％	 (+0.05)

10 ～ 29 人 11,768円	 (	-1,907) 3.68％	 (-0.81)

30 ～ 99 人 11,757円	 (	 +478) 3.84％	 (+0.00)

100 ～ 300 人 12,462円	 (	+1,330) 4.03％	 (+0.19)

製
造
業

食 料 品 8,202 円

非
製
造
業

情 報 通 信 業 12,535 円

繊 維 工 業 8,278 円 運 輸 業 9,651 円

木 材・ 木 製 品 8,952 円 建 設 業 14,963 円

印 刷・ 同 関 連 6,028 円 卸 売 業 13,697 円

窯 業・ 土 石 17,817 円 小 売 業 12,897 円

化 学 工 業 13,515 円 サ ー ビ ス 業 15,855 円

金 属、 同 製 品 11,952 円

機 械 器 具 9,926 円

そ の 他 10,970 円
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平均昇給額 平均昇給率

昇給額と昇給率の推移（過去15年）

H23年 H24年 H25年 H26年 H27年 H28年 H29年 H30年 R1年 R2年 R3年 R4年 R5年 R6年 R7年

7,198

1.34 1.38
1.52

1.78

2.23
2.07

1.94
2.19

2.50

1.89 1.85

2.43

2.82

3.92
3.80

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

3,784 3,805 4,170 5,023 6,247 5,809 5,404 6,376 5,522 5,382 6,997 8,256 11,514 11,786

（％）（円）

都道府県別の平均賃金〈加重平均〉
（単位：円）

都道府県名 平均賃金 都道府県名 平均賃金

ー 全国 282,456 円 24 広島県 281,783 円

1 神奈川県 321,710 円 25 山口県 281,177 円

2 東京都 320,708 円 26 石川県 280,911 円

3 千葉県 315,613 円 27 栃木県 279,828 円

4 埼玉県 308,174 円 28 新潟県 278,986 円

5 静岡県 302,316 円 29 鹿児島県 278,643 円

6 滋賀県 300,258 円 30 茨城県 277,335 円

7 大阪府 299,635 円 31 香川県 276,315 円

8 三重県 297,054 円 32 熊本県 275,563 円

9 山梨県 296,652 円 33 長崎県 274,586 円

10 奈良県 296,439 円 34 高知県 273,812 円

11 岐阜県 295,085 円 35 宮崎県 273,360 円

12 群馬県 294,282 円 36 愛媛県 270,677 円

13 愛知県 293,757 円 37 福島県 268,461 円

14 兵庫県 292,881 円 38 島根県 267,406 円

15 北海道 291,584 円 39 宮城県 266,710 円

16 福井県 289,302 円 40 沖縄県 263,694 円

17 和歌山県 287,908 円 41 佐賀県 262,053 円

18 富山県 286,147 円 42 大分県 259,051 円

19 福岡県 285,978 円 43 鳥取県 257,823 円

20 長野県 284,210 円 44 山形県 257,581 円

21 岡山県 283,577 円 45 青森県 250,830 円

22 京都府 282,871 円 46 岩手県 250,355 円

23 徳島県 282,351 円 47 秋田県 247,484 円
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労使コミュニケーションについて

１．労使の意見を収集し協議を行う機会や場

労使の意見を収集し協議を行う機会や場について、「特に設けていない」が61.3％と最も多く、以下、「経
営層を交えた意見交換会（その他任意の組織や場）」が22.3％、「労働組合または労働者の過半数を代表する
組織」が15.9％と続いている。

業種別としては、「特に設けていない」が製造業で58.2％、非製造業で65.0％とともに最も多くなっている。

２．労使協議の機会や場で行っている協議内容

労使協議の機会や場で行っている協議内容について、「労働時間・休日・休暇に関する事項」が65.8％と
最も多く、以下、「安全衛生に関する事項」が50.3％、「生産性向上（品質管理）に関する事項」が45.8％と続
いている。

業種別としては、「労働時間・休日・休暇に関する事項」が製造業で67.4％、非製造業で63.5％とともに
最も多くなっている。

61.3

22.3

15.9

1.5

58.2

24.0

17.3

0.9

65.0

20.2

14.2

2.2

（％）

特に設けていない

経営層を交えた意見交換会（その他任意の組織や場）等

労働組合または労働者の過半数を代表する組織

労使委員会

神奈川県

製造業

非製造業

65.8

50.3

45.8

37.4

37.4

34.2

31.6

29.0

28.4

24.5

18.1

13.5

6.5

1.3

67.4

47.8

47.8

40.2

38.0

35.9

28.3

29.3

27.2

27.2

21.7

15.2

6.5

0.0

63.5

54.0

42.9

33.3

36.5

31.7

36.5

28.6

30.2

20.6

12.7

11.1

6.3

3.2

労働時間・休日・休暇に関する事項

安全衛生に関する事項

生産性向上（品質管理）に関する事項

経営に関する事項

賃金・退職給付に関する事項

福利厚生・文化・体育・レジャー活動に関する事項

教育訓練計画に関する事項

人事に関する事項（勤務態様の変更を含む）

ハラスメントに関する事項

定年性・勤務延長・再雇用に関する事項

男女均等・仕事と家庭の両立に関する事項

正社員以外の労働者に関する事項

同一労働同一賃金に関する事項

その他

（％）

神奈川県

製造業

非製造業
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Ⅲ  参考資料
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回答事業所数の内訳

事業所数 1～9人 10～29人 30～99人 100～
300人

常用労働者合計
平均値1～4人 5～9人 10～20人 21～29人

全 国
15,371 5,294 2,486 2,808 5,302 3,573 1,729 3,719 1,056 484,391

100.0 34.4 16.2 18.3 34.5 23.2 11.2 24.2 6.9 31.51

神 奈 川 県
450 134 47 87 157 101 56 130 29 14,798

100.0 29.8 10.4 19.3 34.9 22.4 12.4 28.9 6.4 32.88

製 造 業　 計
250 73 28 45 91 59 32 72 14 7,536

100.0 29.2 11.2 18.0 36.4 23.6 12.8 28.8 5.6 30.14

食 料 品
22 7 5 2 6 2 4 7 2 746

100.0 31.8 22.7 9.1 27.3 9.1 18.2 31.8 9.1 33.91

繊 維 工 業
6 4 3 1 1 1 1 70

100.0 66.7 50.0 16.7 16.7 16.7 16.7 11.67

木 材・ 木 製 品
10 7 3 4 1 1 2 136

100.0 70.0 30.0 40.0 10.0 10.0 20.0 13.60

印 刷・ 同 関 連
14 6 2 4 6 5 1 2 200

100.0 42.9 14.3 28.6 42.9 35.7 7.1 14.3 14.29

窯 業・ 土 石
13 3 3 9 7 2 1 208

100.0 23.1 23.1 69.2 53.8 15.4 7.7 16.00

化 学 工 業
10 4 3 1 3 2 1 2 1 311

100.0 40.0 30.0 10.0 30.0 20.0 10.0 20.0 10.0 31.10

金 属、 同 製 品
83 19 5 14 35 23 12 23 6 2,584

100.0 22.9 6.0 16.9 42.2 27.7 14.5 27.7 7.2 31.13

機 械 器 具
66 15 4 11 20 12 8 27 4 2,481

100.0 22.7 6.1 16.7 30.3 18.2 12.1 40.9 6.1 37.59

そ の 他
26 8 3 5 10 6 4 7 1 800

100.0 30.8 11.5 19.2 38.5 23.1 15.4 26.9 3.8 30.77

非 製 造 業　 計
200 61 19 42 66 42 24 58 15 7,262

100.0 30.5 9.5 21.0 33.0 21.0 12.0 29.0 7.5 36.31

情 報 通 信 業
21 9 3 6 4 3 1 6 2 628

100.0 42.9 14.3 28.6 19.0 14.3 4.8 28.6 9.5 29.90

運 輸 業
34 4 1 3 4 4 20 6 2,164

100.0 11.8 2.9 8.8 11.8 11.8 58.8 17.6 63.65

建 設 業
63 18 9 9 27 15 12 14 4 2,039

100.0 28.6 14.3 14.3 42.9 23.8 19.0 22.2 6.3 32.37

総 合 工 事 業
23 3 1 2 10 7 3 7 3 1,122

100.0 13.0 4.3 8.7 43.5 30.4 13.0 30.4 13.0 48.78

職 別 工 事 業
22 13 7 6 5 4 1 4 340

100.0 59.1 31.8 27.3 22.7 18.2 4.5 18.2 15.45

設 備 工 事 業
18 2 1 1 12 4 8 3 1 577

100.0 11.1 5.6 5.6 66.7 22.2 44.4 16.7 5.6 32.06

卸・ 小 売 業
41 19 2 17 14 10 4 7 1 1,054

100.0 46.3 4.9 41.5 34.1 24.4 9.8 17.1 2.4 25.71

卸 売 業
29 14 14 9 7 2 6 593

100.0 48.3 48.3 31.0 24.1 6.9 20.7 20.45

小 売 業
12 5 2 3 5 3 2 1 1 461

100.0 41.7 16.7 25.0 41.7 25.0 16.7 8.3 8.3 38.42

サ ー ビ ス 業
41 11 4 7 17 10 7 11 2 1,377

100.0 26.8 9.8 17.1 41.5 24.4 17.1 26.8 4.9 33.59

対事業所サービス業
33 9 4 5 13 9 4 9 2 1,137

100.0 27.3 12.1 15.2 39.4 27.3 12.1 27.3 6.1 34.45

対個人サービス業
8 2 2 4 1 3 2 240

100.0 25.0 25.0 50.0 12.5 37.5 25.0 30.00



令和7年度中小企業労働事情実態調査報告書

神奈川県の労働事情

231-0015
5-80 9

TEL 045-633-5131 FAX　045-633-5139 
URL https://www.chuokai-kanagawa.or.jp/ 

■神奈川県中小企業団体中央会とは・・・
　中小企業等協同組合法に基づき設置された機関で、主に県内の協
同組合や中小企業連携の支援機関として活動している団体です。
　現在、約820団体の会員組織で構成されており、協同組合等の設立、
巡回相談、情報提供、行政機関等への建議・陳情など様々に事業展
開しております。

神奈川県中小企業団体中央会
h�ps://www.chuokai-kanagawa.or.jp/

“人を「絆ぐ」・組織を「結ぶ」・地域を「紡ぐ」”
つな むす つむ
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